平成２３年度　第１回高知県産業振興計画フォローアップ委員会の概要
日　時：平成２３年５月１１日（水） 1４:３０～1７:００
場　所：高知サンライズホテル「向陽」

出席者：別紙のとおり

事務局：知事、副知事、産業振興推進部長、理事（交通運輸政策担当）、総務部長、
文化生活部長、商工労働部長、観光振興部長、農業振興部長、
林業振興・環境部長、水産振興部長、教育次長、各地域産業振興監　ほか

１　開会

２　委員紹介

３　知事あいさつ
　皆さまこんにちは。本日は大変ご多用のところ、この高知県産業振興計画フォローア
ップ委員会の委員を引き続きお引き受け賜りまして、また本日ご出席をいただいており
ますこと、本当に心より御礼を申し上げます。誠にどうもありがとうございます。

　この産業振興計画は、平成23年度がいよいよ実行３年目の年ということとなります。
実行元年の平成21年、果敢に挑戦ということで進めてまいりました22年度を経て、今
年度23年度になるわけでございますが、多くの取り組みについて、いよいよこれから
本格的に始動し始めるというものが出てくるのではないかと、そのように考えさせてい
ただいています。

　例えば、水産加工場などでは、この２年間計画をし、建設をし、いよいよ稼働し始め
る、というものがあります。さらには、（工業技術センターの）食品加工研究棟のよう

に、２年間プランニングをしてきていよいよ稼働し始めたものもあるわけでございます。
また、中には１年間やってきて、そのノウハウを踏まえて、いよいよこれから本格的に
稼働しようとする取り組みなどもございます。例えば地産外商公社の取り組みも、まさ
にそういう側面を持っているのではないのかなと思います。ものづくりの地産地消策に
つきましても、今年度さらに抜本強化をする、といったようなことがあるわけでござい
ます。

　要するに申し上げたいことは、いよいよ本格稼働をし始める時であり、そういう意味
において正念場の年であるということ。これが平成23年度だと、そのように思ってい
るところです。
　多くの委員の先生方のお力を賜りながら、実行段階だからこそ、多くの情報を集めて
きめ細かなPDCAサイクルを回して、禍根が残らないようにしなければならない、具体
の成果に繋げていくようにしなければならない、そういうことかと思っています。
ぜひともご指導、ご鞭撻のほどをよろしくお願いを申し上げます。

　実際、地産外商活動等々、さらには観光の活動等々を見てみましても、平成22年度
までどちらかといいますと、外商活動の方は比較的順調に物事が推移した側面はあっ
たのではないかと思っています。観光客もたくさん来ていただきました。震災の影響も
ございましたが、外商の関係も前々年度などに比べますと、引き続き好調であります。
　また、観光につきましても、特にこのゴールデンウィークぐらいからは、大いに復活
をしてきて、去年とあまり遜色のないぐらいのレベルまできてくれている、いわゆる大
河ドラマの翌年の大幅な落ち込みということを何とか防いでくれているといいますか、
一昨年よりも上のレベルにいけている状況であることは確かだと思っています。

　ただ、そういう中におきましても、やはりまだまだ本格的に高知県に富みをもたらし
てくる、産業の底上げを図っていくということになるためには、足らざる部分があるだ
ろうということで今回、23年度よりこの産業振興計画は５つの柱に基づいて改定がなさ
れたところでございます。外商は比較的うまく行き始めたかもしれません。まだ、しか
し、それももっともっと加速しなければなりません。
　ただもう１つ言えば、地産外商のその「地産」の部分。県内でのものづくりという部
分について、もう一段強化をすることができないか。そこのところを大いに力を入れて
いきたい、これが改定の方向性の大きなコンセプトではないか、そのように思っていま
す。
　ものづくりの地産地消政策を抜本的に強化すること、１次産業関連の政策を引き続き
進めていくとともに１次産業関連のいろいろな、例えば、加工とか、観光とかいうもの
をそれぞれの１次産業の生産地になびかせていく活動といった施策を強化をいたして
おります。
　併せまして、観光につきましてふるさと博を実施していくことで、去年の流れをでき
るだけ引き継いでいこうということも打ち出しているわけです。

　加えまして、新エネルギービジョン、さらには産学官連携会議を先日設置させていた
だいたところでございますが、産学官連携といった、将来の高知県の大きなベースとな
り得るような産業を今から育て始めようという、少し息の長い取り組みも本年度の改定
において、取り組ませていただいておるところでございます。

　地産外商、この地産の部分をより強化をしていく、そして外商を引き続き伸ばしてい
く、そして、併せて新エネルギービジョンなどに代表されるような、将来の高知県に向
けた仕込みとなることについても実施をしていく、これが平成23年度のバージョン３
となる産業振興計画だと思っているところです。

　この実行については、県庁といたしましても引き続き全力を挙げてまいりたいと考え
ているところでございますので、引き続きのご指導、ご鞭撻をよろしくお願い申し上げ
たいと思います。

　なお、非常に大きな課題といたしまして、去る３月11日に発生をいたしました東日
本大震災がございます。被災者の皆さま方に対して心よりお悔やみを申し上げなければ
なりません。引き続き被災地支援に向けて、県といたしましても全力を挙げていきたい
と思っておるところでございます。本県では、幸い人命に関わる直接的な被害はござい
ませんでしたが、水産業において大きな被害がございました。養殖業をはじめとする被
害に対して、前例にとらわれない対応をこれからも続けていかなければならないと思っ
ています。

　加えまして二次的な被害が産業界のいろんな所に、及んできていますし、今後も益々
及んでいくという状況が続いていくのではないかと思っています。
この問題にしっかりと対応していくということも産業振興計画執行上の大きな課題で
はないかと思います。

　緊急的な融資のスキームを設けるなど、緊急対策ということも実施をしていかなけれ
ばならないと思いますが、これだけの広範囲の災害ということになりますと、その影響
が大いに構造的な問題に関わるようなことも多々出てくるのではないかと考えていま
す。
　正面から経済構造的な問題にも取り組んでいくには、産業振興計画のフレームの中で
の対応ということが非常に有効だと思われる側面もあるのではないかと、考えていると

ころです。

　このようなことから本日は、第一に東日本大震災に伴います２次被害の現在までの状
況について、委員の皆さま方に教えていただいたことなども踏まえながら、我々の把握
している部分についてのご報告と、その対応方針についてご説明をさせていただき、併
せまして、先程来申し上げております新しいバージョン３となります産業振興計画の実
行動向についてお話をさせていただきたいと思います。

　非常に厳しい情勢ではございますが、高知県の県勢浮揚に向けて正念場の年だと考え
ております。委員の皆さま方のご指導、ご鞭撻の下、我々も全力で頑張ってまいりたい
と思っております。この１年、またどうぞよろしくお願いを申し上げます。どうもあり
がとうございました。

４　委員長・副委員長選出

　　＊　委員長に、国立大学法人高知大学副学長の受田浩之氏を選出

　　＊　副委員長に、高知県商工会議所連合会会頭の西山昌男氏と高知県市長会長（高知

　　　　市長）の岡﨑誠也氏の２人を選出

５　議事
(1)東日本大震災による県内経済への影響に対する高知県の対応について

　《【資料1-1】、【資料1-2】を産業振興推進部長から、【資料1-3】を観光振興部長から

　　説明》

※意見交換概要

【Ａ委員】

・最後のページに出ている「大震災による社会構造の変化を踏まえて検討すべき課題」は、
先ほどの説明のとおり、今後の産業振興計画にも非常に密接に関わってくる内容だと思
う。特に、今回の震災で県内の企業も製造業の皆さんを中心に、いわゆるサプライチェ
ーンの寸断による被害、不況が全国的な問題になっている。
こういう時だからこそ、高知の製造業がどのように日本全国のサプライチェーンの中に
入っているか、どういう位置にいるのかを徹底的に洗い直しておく必要があると思う。
・高知は、ニッチトップの非常に優れた製造業がたくさんあるところなので、そこが欠け

ると困ることは当然あるが、逆に他から材料をもらっている、あるいは自分たちが作っ
たものを渡すところに何か起これば困ることもあり、結局全部繋がっている。
・高知の今後の災害対策も大切であるが、もらう先や渡す先が影響を受けた場合、高知は

何ができるかを考えてみる必要があるのではないか。

・具体的な話として、徳島のＬＥＤメーカーの重要な部材を作っている会社が被災してし
まったので、その設備を自前である程度用意し、自分の工場で作っているという話があ
る。高知の会社を必要とする会社が東北にあったとすれば、全部移転してもらう必要は
ない。むしろ分散してもらうことに意味があり、高知の会社にとって不可欠であれば、
高知に一部持ってもらうこともあるはずだ。
・結果として高知の製造業をますます強くすることができるし、日本全国に高知県の存在
価値を高めることになる。
・このサプライチェーンの問題を、産業振興計画の地域産業とか新産業の創設の１つのテ

ーマとして徹底的にやる必要があるし、それは後に必ずいい結果をもたらすのではない
か。
【商工労働部長】

・高知の製造業も大きな全国のサプライチェーンの中に組み込まれていることを実感させ
られた。海洋深層水のミネラルウォーター関係企業が多くあり、生産能力はあるがキャップやボトルが手に入らず、受注はあるのに送れないということが象徴的なものとしてあった。

・また、本県の場合、産業集積が非常に薄く、花形の自動車関連産業も少ないのだが、複
数の企業が部品を生産している中で、例えば、木製ハンドルを生産している企業が、供給できる状況にあったが、他の所で電子部品が欠けているので、在庫に合わせた生産しかできなくなり、こちらの方でも休業状態となるという状況があった。
・委員の言われるとおり、高知県の企業がスタンドアローンでいるわけでなく、欠けた部分を少しでも埋めていく必要があると思う。

・産業振興計画の中でも地元資源を生かす食品製造関係を伸ばしていくと言いながら、ペットボトルの場合のようにネックとなる部分が見えてきた。今回の改定では、県内に不足している業種を誘致する、または県内事業者に取り組んでいただくことで、県内でのものづくりが完結するように、企業の設備投資に対する支援策を抜本的に見直しした。課題意識は持っているので、是非そういったことに取り組んでいきたい。

【Ｂ委員】
・新エネルギーの需要増に合う供給体制の整備、研究開発など、震災というシビアな状況であるが、こういう時にはリアクティブでなく、プロアクティブに動いていく必要があると感じている。

・今回の震災では、エネルギーに対して日本全体、世界中の認識が変化しつつあると思われる。認識が変化するという時、イノベーションの機会と捉えることができるので、特に高知の場合は新エネルギーに対して非常に優位な立場にあることを考えれば、高知が日本のリーダーとなるという立場で、新エネルギーに対する考えを提示し、プランし、実行していくなど、やり方が鮮烈に見えるような形にしていただければと思う。
【知事】

・日本でも大いに進んだところと言われるように取り組みを進めたい。新エネルギービジョン自体、非常に実のある対策だと思っており、かなり詰めて作っている。具体的な場所も選定しながら、バイオから水力、小水力、太陽光、風力をそれぞれの対策を進めていくが、できればインパクトの強いところも取り組んでいきながら進めていければと考えている。

・いくつかいろんな選択肢や、熟度の高いものと低いものなどがいろいろあるが、おっしゃったような方向でやっていきたい。

【委員長】

・新エネルギービジョンは、地域イノベーションのエリア指定を受けるための申請を県から出してもらっているし、ものづくりの地産地消の究極は、エネルギーの創出から考えないといけないので、それを示唆してくれているように思う。

・プロアクティブに、ものづくりの地産地消の究極は、エネルギーの地産地消と考えると、すべての機会損失を防げるかもしれない。産学官連携会議でも、こうしたテーマについては、高知の優位性を訴求する意味でも、中心の題材にしていかないといけない。

【Ｃ委員】

・県産材を使った組み立て式の簡易住宅等は、高知の（豊富な）木材資源や（技術を持った）建設業といった観点から、東北への高知らしい支援ができるのではないかという意見を聞く。

・日本一の森林率、日本一の降雨量、日照量、それからもたらされる豊かな自然は、建設業、林業だけでなく、すばらしい食が川、海、山にあるし、グリーン・ツーリズムという観点の観光も収れんしていける、高知ならではの支援体制であり、全国のどこでもある義援金という形で送るよりは、はるかにいいのではないか。

【産業振興推進部長】

・県産材を使った住宅は効果が上がってきている。また、いろんな形で県産材が利用できる方法を検討しているので、参考にさせていただく。

【Ｄ委員】

・夏場の電力不足が予想されており、県民生活への影響も出てくると思うが、これから考えられる電力不足等による県経済への影響に対し、県ではどのような対応を考えられているのかお聞きしたい。
【林業振興・環境部長】

・電力の需給状況について、四国は伊方原発が四国島内の４０％を発電しているが、現時点では、通常運転を続けるとのことで、四国に限って言えばその需要がひっ迫するということはないと聞いている。

・中部電力が不足し、関西から中部や関東への提供で、関西が足りない部分を四国から供給する必要が出ることが考えられるが、当然四国で必要なものは確保したうえで送ることになるので、四国に限って言えば電力が不足する事態は今のところないと考えている。
【知事】

・今度は東北地方等で電力不足が生じた結果、またサプライチェーンが傷み高知県の企業への影響が出てくることも考えられる。

・震災に伴う２次被害への対応は、息の長い話と思っており、状況を常に把握しながら柔軟な対応を講じていくこと、特に脆弱な部分には、補強し体力を付けていくことを絶え間なく続けていかなければならないと思っている。

・今日はフォローアップ委員会にあわせ、この時点までを報告したが、次のフォローアップ委員会においては、次の段階のことについて説明することになるのではないか。

・これまで随時、動向を把握し対策を練っていくため、３月末から４月にかけて産業振興推進本部を３回開催した。今後も、電力の問題に限らず、いろんな形で影響がでてくると思われるので、柔軟にスピード感を持って対応したいと思っている。
【Ｅ委員】

・地元（東北地方）では早く復旧し、製材や合板など地元産品をできるだけ活用したいと林業関係では言われている。

・東北はやはり遠く、私どもは逆に（東北へ提供する）関東エリアの需要を高知からカバーすることが今、俎上に上がっている。

・青年林材協会が、今回の震災といずれは来る南海地震を踏まえ、若い次の世代を集めた意見交換の場を企画している。
・いずれ来た時、どのような対応が必要かを前提に、我々の知識を早く若い世代にバトンタッチしたいという気持ちがある。どれだけ効果があるか分らないが、南海大地震が来た時、何らかプラスになるように、高知県の製材業、木材・林業関係者が全体のことを考えるチャンスにしようと始めた。

・具体的な東日本大震災に対する対応ではないが、我々の反省と次のステップに繋がると思うので、林業のみならず、各産業別に対応できる形をとっていただければ、これに勝る喜びはない。

【委員長】

・今、ご意見をいただいたが、もともと産業振興計画があり、フォローアップ委員会が経年的に活動をしている状況が高知県で盤石に整っている結果として、東日本大震災という不測の事態を受けても、３回にわたり推進本部を開いたり、県と産業団体の代表者が意見交換を行い、お互いの状況を情報共有することができたと思う。まさに、産業振興計画のバックグランドがあったからこそと感じた。

・産業間で連携していくと、部分最適から全体最適へ高知県の将来的な姿が浮き彫りになってくるのではないかと思う。

【知事】

・すばらしい取り組みであり、情報共有できることの意義を感じた。
・震災の影響を引き続き把握していくため、時期をおいてまた皆様方からご意見を伺う機会を設け、いろいろ教えていただきたい。

・いろんな情報を得ていく中で、本県の経済構造の特に脆弱な部分を理解し、今後の発展に生かしていきたい。

・産業別のＢＣＰを生かしていくことが非常に重要だと思う。南海地震対策を進めていく中で、産業別のＢＣＰという方向で発展させていくべきものも出てくると思うので、その中で生かしていきたいと思う。

【委員長】

・産業別から産業連携のＢＣＰが、高知県でできればよい。それが産業振興計画の１つのビジョンにもなっていく気もする。

【Ｆ委員】

・日本の経済全体のことが関わっているので、部分的なところでは解決しないと思う。
・農業分野でも、放射性物質、電力関係、雇用、化石燃料の問題などの関わりがある。例えば、電力の問題１つ取っても、これから夏にかけ、生鮮野菜の予冷処理、出荷場の作業電力などたくさん関わってくるので、１つ１つのものと全体の関わりを十分に見ながらやっていくということではないかと思う。こういった機会で県とも情報連絡をしながら、その都度対策をとっていきたい。

【Ｇ委員】

・部長の説明のとおり、本県の水産分野の第１次被害として、養殖部門で２６億余りの被害が出た。

・今後、水産関係で一番心配なのは、水揚げ地とえさ場の問題だ。これからカツオ船、マグロ船が６月から１０月にかけ三陸沖で操業することになるが、２次被害として考えられるのは、水揚げ地が確保できないことである。気仙沼で６月に５０ｔ、１０月には３００ｔの計画があるが、それでは間に合わないということで、もし南の方へ持っていくことになると、非常に日数がかかり、油の消費量も大きくなり採算が合わなくなる。

・県はカツオの火は絶対消さないと言っているが、この状況では廃業する船がでてくるのではないかと、非常に心配している。金額等具体的な提言をとりまとめるということであるが、十分な対応をお願いしたい。

【知事】

・東北の水揚げ地の復興動向のスピードにもよるが、県も現地に職員を派遣し、動向の把握、意見交換をさせていただく中で、楽観的なシナリオから厳しいシナリオまで想定されると思っている。
・カツオの火が消えると大変なので、それぞれのシナリオに応じ、どう対応すればよいのか、あらかじめ先を見ながら対応方針を考えしっかり対応したい。

・情報共有が非常に重要。１カ月後どうなるかを把握できているかできていないかで、大きな違いもあると思うので、ぜひご教授いただきたい。

【副委員長】
・取引先が被災を受け、部品が来ず、売上が１０～２０％減少している業種が非常に多い。

・車が生産できず、全メーカーが今まだ、５～６割の復旧状況であり、販売店も売り上げが６割ダウンしている。

・車の業界に関わらず、資金繰りが非常に苦しくなっており、小さいところは県の融資や、セーフティーネットの国の金融機関への申し込みが徐々に増えている。
・販売店も給料が払えないので借金を増やしているが、６月に入ると各企業ともボーナスがあり普段の倍以上資金が必要となる。銀行にも利息を払う必要がある。これが半年以上続く状況であり、非常に厳しい。

・他の業界も、１０～２０％の売上ダウンであり、東京電力、中部電力の問題で部品が来ないとか販売ができない恐れが非常にあり、県もよく業界のことを調べて対応していただきたい。
(2)産業振興計画の取り組み状況について

　《【資料2】産業振興推進部長から説明》

※意見交換概要

【委員長】

・フォローアップ委員会の当初は、成果をどう可視化するか、いろいろなご意見をいただいていたが、かなりわかりやすくなっている印象を受けた。

・表現方法等についての更なる改善を含め、積極的な意見をいただきたい。

【Ｂ委員】

・すばらしい成果と思うがもう少しわかりやすく、なおかつ次の展開を考えるのであれば、データとして目標値と実績値、その差があれば何が問題で、差を埋めるためにどうしたらよいか。そのような情報があれば、次のステップでもう少しわかりやすくなるのではないか。
・現実としてすばらしい成果出ていることはわかるが、次へ向けるためにその成果をより分析したものがあった方がよいのではないか。

【産業振興推進部長】

・現在つかんでいる成果を比較的わかりやすくしたつもりだが、一定の時期に産業振興計画の成果はどうだったのかを具体的に示すには、これだけではわかりにくい面もあると思うので、事業者の方の協力もいただいて（わかりやすく）とりまとめていきたいと思っている。
・新たな見直しもしていかないといけないと考えている。個々について、いろんな意見をお伺いしながら、目標値の見直しや成果の分析などを行いながら、改定に精力的に取り組んでいく。
【委員長】

・今年は区切りの年でもあるので、ＰＤＣＡで評価した後、どう改善につなげていくか、次につなげていく意味で、これを材料にいろんな端緒になるものをつかんでいかなければならないので、クリティカルな面も必要になってくると思う。
【Ａ委員】

・本当にすばらしい成果で、わかりやすくなったと思う。

・こういう形で「地産外商の加速化」とか、項目ごとに並ぶとどういう考えで産業振興計画が進んでいるかよくわかるが、成果のわかりやすさという意味においては、産業でまとめる見せ方もある。
・私はフォローアップにずっと関わっているので、２１年度から２２年度の改定の５本柱があり、今回の５本柱の改定が、どういう関連を持って流れているかわかるが、今回の最後の資料で改定の５本柱を並べてしまうと、独立した５つの項目ということになる。

・５つが実は全部結びついていることが、実際に計画に携わっている皆さんや県民の皆さんにどう理解してもらうかは、引き続き工夫していく必要があるし、ポンチ絵などの活用もあるのではないかと思う。
【知事】

・そのとおりだと思うので、そのように活かしていく。

・最後の改定の柱は、例えばなぜ「ものづくりの地産地消」を強調するのか、その背景とＶｅｒ．１から２、２から３へ移っていく物語などを織り込んだ方が、なぜ取り上げるかわかりやすい、というご指摘と理解した。

【委員長】

・観光に関して、入込客数は１６６万人の純増でよろしいか。当初の目標は４００万人観光が数字として掲げられていたが、正味の入込客数は何人か。
【観光振興部長】

・入込客数については現在作業中であり、もう少しで公表になる。４００万人はまず間違いない状況である。
【Ｆ委員】

・私どもはずっと関わってきたので、非常にわかりやすいと思うが、もう一つの切り口として、産業分野ごとに作っていただいたらその分野の中では非常にわかりやすいと思う。
・「地産外商の加速化」などの売り込んでいく部分と「足腰の強化」などの生産基盤の部分が、農業という一つの分野でつながればもっとわかりやすい。生産基盤が脆弱化しているので、供給力を高めていくという部分のバランス、ウエイトをこれからの取り組みの中で高めていただければと感じる。
【知事】

・産業分野ごともあった方が分りやすいと思った。ちなみに、産業ごとに色分けしているが、もうちょっと工夫させていただく。

・「産業基盤の強化」は大事であり、産業振興計画の「売り」の部分もあるが、「売り」だけでなく「足腰を強め」というところも強化してきた。引き続きやっていく。

・「地産外商の加速化」の「地産の強化」については、事実上２つある。一つは改定の柱の１番目の「ものづくりの地産地消」であり、これは端的にいうと、工業系が多いように思う。もう一つは、改定の柱５「地域産業の育成と事業化支援の強化」であり、地域地域での拠点ビジネスを育成していくことである。
・例えば、こうち型集落営農組織の強化には、１次産業の基盤強化を図りながら、できるだけ集落単位で現金収入が得られることを目指していく方向であるとか、さらに地域アクションプランの取り組みや１次産業を起点としながら、地域の足腰づくりを強めていく方向も入っている。

・従来型の地域のまとまり、学び教えあう場の設定という形で、足腰を強めていくことに加え、地域での拠点ビジネスを作っていく方向の中に、１次産業を基軸に据えながらつくっていくという方向も据えているもので、「地産の強化」の中に、まさにご指摘の部分も入っているということであり、これをしっかりとやっていく。

【Ｈ委員】

・食品加工で、どのような原料を使って、どう加工したか、それがどういった商品にどのくらいできたか、金額がどうなったのか、どこに売れたのか。それを年次別にとっていき、どの商品に重点投下していくべきか、そういった分類の仕方もやってみてはどうか。
・そういった中で、高知の持つイメージの中で、農産物であれば、ユズ商品がイメージ的に強い。ユズの搾汁施設の整備状況を見ると、各地に搾汁の性能のよい機器がたくさん入っており、短期間にスピーディーに搾汁ができる。昔であれば、塩を入れて保管していたが、冷凍施設で保管できる。これは、１年でも２年でも原料としてたくさん確保できるわけであり、ユズ商品は高知県が力を入れて拡大していく商品である。そのためには、もっと商品開発をしていかなくてはならない。

・今まで、原料が足りないからあまり商品開発をしてもダメだったが、原料が確保できるとなると、商品開発、販路拡大ということが大事になる。

・海外の販路開拓について、食の安全という切り口から言うと、原発の問題が非常に尾を引いていると感じる。

・非常に厳しい入国審査があるし、タイやアメリカに日本食レストランがたくさんあるが、原発の関係で、日本の食材は国レベルでストップしている状況がある。

・これを取り払うには、なかなか労力が要る。時間が解決するという側面もあるが、やはり地産地消、外商に今のところ時間をかけ、海外戦略は秋口、来年まで蓄えておくというような、優先順位や重点の置き方もあるのではないかと感じた。
【産業振興推進部長】

・食品加工推進室を作っているので、どのような原料を使って、どんな商品ができ、どこに売り込んで、どういう取り引きがあったかということを、今後の成果という面で食品加工に限ってとりまとめたいと思う。貿易については、現在非常にハードルが高くなっている。

・ただ、２年ぐらい前から本格的に貿易に取り組み始め、着実に成果を上げており、海外で定番化された商品もある。５／１３からシンガポールの伊勢丹でフェアも開催する。事業者と県が一体となり続けていきたい。
【知事】

・今年度の実行状況を９月のフォローアップ委員会で説明する。震災の動向を今の段階で完全に見通すことはできないが、逆に意見交換を密にさせていただき、我々もレーダーを高くしておかなければならない。随時、意見交換の機会を設けるので、協力いただきたい。
PAGE  
1

